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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成16年６月30日に提出いたしました第20期（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）有価証券報告書の

記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第１ 企業の概況 

  ３ 事業の内容 

  

 第３ 設備の状況 

  ２ 主要な設備の状況 

   (1) 提出会社 

  

 第５ 経理の状況 

  １ 連結財務諸表等 

   (1) 連結財務諸表 

    注記事項 

     （リース取引関係） 

  

     （セグメント情報） 

      事業の種類別セグメント情報 

  

  ２ 財務諸表等 

   (1) 財務諸表 

    注記事項 

     （リース取引関係） 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

  



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

３ 【事業の内容】 

  

(訂正前) 

  

当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社および子会社７社により構成されており、東京都・神奈川県

を中心とする１都３県におけるマンション・戸建住宅の分譲販売、事務所ビル・アパートの賃貸およびマンション・

戸建住宅の仲介を主な事業の内容としております。 

当社グループの事業の内容および事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

  

(省略) 

  

  

(訂正後) 

  

当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社および子会社７社により構成されており、東京都・神奈川県

を中心とする１都３県におけるマンション・戸建住宅の分譲販売、事務所ビル・アパートの賃貸およびマンション・

戸建住宅の仲介を主な事業の内容としております。 

当社グループの事業の内容および事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

  

(省略) 

  

  

マンション販売事業 

主要な商品は、１都３県におけるファミリータイプの分譲マンションでありま

す。 

当社が、事業用地の情報収集、調査、企画、設計等を一貫して行うほか、地主

の方との等価交換事業によるトータル・コンサルティングを行っております。 

マンション販売事業 

主要な商品は、１都３県におけるファミリータイプの分譲マンション、他のデ

ベロッパー向けのマンション用地等であります。 

当社が、事業用地の情報収集、調査、企画、設計等を一貫して行うほか、地主

の方との等価交換事業によるトータル・コンサルティングを行っております。 



第３ 【設備の状況】 

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

(訂正前) 

  

(省略) 

  

 (注) 連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

  

(訂正後) 

  

(省略) 

  

 (注) 連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

(注) エンジョイあきる野そよ風は、賃貸借契約期間が長期に渡るため、賃料契約残高を記載しております。なお、同施設

の運営は当社の非連結子会社である㈱エンジョイが行っており、当社が施設所有者から賃借し、同社に転貸しており

ます。 
  

事業所名 

(所在地) 
セグメントの名称 設備の内容 年間賃料(千円) 

従業員数 

(人) 

吉祥寺支店 

(東京都武蔵野市) 
戸建販売事業 事業所 12,972 7 

柏営業所 

(千葉県柏市) 
その他の事業 事業所 2,048 2 

事業所名 

(所在地) 
セグメントの名称 設備の内容 年間賃料(千円) 

従業員数 

(人) 

吉祥寺支店 

(東京都武蔵野市) 
戸建販売事業 事業所 12,972 7 

柏営業所 

(千葉県柏市) 
その他の事業 事業所 2,048 2 

事業所名 

(所在地) 
セグメントの名称 設備の内容 

年間賃料 

(千円) 

賃料契約残高 

(千円) 

従業員数 

(人) 

エンジョイあきる野 

そよ風 

(東京都あきる野市) 

その他の事業 介護施設 32,040 955,860 ― 



第５ 【経理の状況】 

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

注記事項 

(リース取引関係) 

  
(訂正前) 
  

  

前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

有形固定資産その他

(車両及び運搬具) 
151,750 66,527 85,222 

無形固定資産 

(ソフトウェア) 
8,262 6,747 1,514 

合計 160,012 73,275 86,737 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

有形固定資産その他

(車両及び運搬具) 
125,445 73,474 51,971 

合計 125,445 73,474 51,971 

 (注) 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

  

 (注) 同左 

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

  

 一年以内 35,372千円

 一年超 51,364千円

 合計 86,737千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 同左 

  

 一年以内 23,977千円

 一年超 27,993千円

 合計 51,971千円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

 支払リース料 36,231千円

 減価償却費相当額 36,231千円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

 支払リース料 33,950千円

 減価償却費相当額 33,950千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 



  
(訂正後) 
  

  

前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

有形固定資産その他

(車両及び運搬具) 
151,750 66,527 85,222 

無形固定資産 

(ソフトウェア) 
8,262 6,747 1,514 

合計 160,012 73,275 86,737 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

有形固定資産その他

(車両及び運搬具) 
125,445 73,474 51,971 

合計 125,445 73,474 51,971 

 (注) 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

  

 (注) 同左 

  

② 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

  

 一年以内 35,372千円

 一年超 51,364千円

 合計 86,737千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 同左 

  

 一年以内 23,977千円

 一年超 27,993千円

 合計 51,971千円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

 支払リース料 36,231千円

 減価償却費相当額 36,231千円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

 支払リース料 33,950千円

 減価償却費相当額 33,950千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

２  

―――――――――― 

２ オペレーティング・リース取引 

  

未経過リース料 

一年以内 32,040千円

一年超 923,820千円

合計 955,860千円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

(訂正前) 

  

当連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

  

(省略) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業の内容 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,139,011千円）の主なものは、親会社本社の総務

部、経理部等管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（3,497,695千円）の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  

(訂正後) 

  

当連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

  

(省略) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業の内容 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,139,011千円）の主なものは、親会社本社の総務

部、経理部等管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（3,497,695千円）の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  

(1) マンション販売事業 … 中高層住宅の販売、左記に附帯するコンサルティング業務の請負等 

(2) 戸建販売事業 … 建売住宅、宅地の販売 

(3) 不動産賃貸事業 … アパート、オフィスビル等の賃貸 

(4) 不動産仲介事業 … 中高層住宅、建売住宅等の売買の斡旋 

(5) その他の事業 … 建築・造成工事の請負他 

(1) マンション販売事業 … 中高層住宅の販売、中高層住宅用地等の販売、左記に附帯するコンサルテ

ィング業務の請負等 

(2) 戸建販売事業 … 建売住宅、宅地の販売 

(3) 不動産賃貸事業 … アパート、オフィスビル等の賃貸 

(4) 不動産仲介事業 … 中高層住宅、建売住宅等の売買の斡旋 

(5) その他の事業 … 建築・造成工事の請負他 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

注記事項 

(リース取引関係) 
  
(訂正前) 
  

  

第19期 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

第20期 

(自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

車両及び運搬具 121,306 53,049 68,257 

ソフトウェア 8,262 6,747 1,514 

合計 129,568 59,797 69,771 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

車両及び運搬具 108,897 62,683 46,213 

合計 108,897 62,683 46,213 

（注）取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  

（注）同左 

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

  

 一年以内 29,283千円

 一年超 40,487千円

 合計 69,771千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

（注）同左 

  

  

  

 一年以内 20,831千円

 一年超 25,382千円

 合計 46,213千円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

 支払リース料 28,955千円

 減価償却費相当額 28,955千円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

 支払リース料 30,586千円

 減価償却費相当額 30,586千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

  



  
(訂正後) 
  

  

  

第19期 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

第20期 

(自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

車両及び運搬具 121,306 53,049 68,257 

ソフトウェア 8,262 6,747 1,514 

合計 129,568 59,797 69,771 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

車両及び運搬具 108,897 62,683 46,213 

合計 108,897 62,683 46,213 

（注）取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  

（注）同左 

  

② 未経過リース料期末残高相当額 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

  

 一年以内 29,283千円

 一年超 40,487千円

 合計 69,771千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

（注）同左 

  

  

  

 一年以内 20,831千円

 一年超 25,382千円

 合計 46,213千円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

 支払リース料 28,955千円

 減価償却費相当額 28,955千円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

 支払リース料 30,586千円

 減価償却費相当額 30,586千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

  

２  

―――――――――― 

２ オペレーティング・リース取引 

  

未経過リース料 

一年以内 32,040千円

一年超 923,820千円

合計 955,860千円
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